
 

－1－ 

 

 
 

令和４年度 
 

 

 

 

富里市下水道事業会計予算書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年２月１８日提出 



－2－ 

 



　

令和４年度富里市下水道事業会計予算

　（総則）

第１条 令和４年度富里市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

 (1) 件

(2) ｍ
３

(3) ｍ
３

(4)

イ ． 富里三号汚水枝線工事委託

ロ ． 第５処理分区汚水枝線管路実施設計業務委託

ハ ． 日吉台中継ポンプ場ポンプ交換工事

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

支　　　　　出

第１款　　 千円

第１項 千円

第２項 千円

第3項 千円

第４項 千円10,000

営 業 収 益

営業外収益

958,573

890,974

予 備 費

587,593

57,099

営 業 費 用

営業外費用

下水道事業費用

特 別 損 失 500

990,507

402,914

主要な建設改良事業

一 日 平 均 排 水 量

下水道事業収益

議案第６号

年 間 排 水 量

12,407

2,598,000

7,118

汚 水 処 理 件 数
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　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額186,747千円は、当年度分損益勘定留保資金等で補填す

るものとする。）。

収　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第３項 千円

第５項 千円

第６項 千円

第９項 千円

支　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第3項 千円

　（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

負担金及び分担金 24,493

資 本 的 支 出

1

156,950資 本 的 収 入

97,200企 業 債

他 会 計 補 助 金 14,256

その他資本的収入

国 県 補 助 金 21,000

利 率起債の目的 償 還 の 方 法

普通貸借
又は

証券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資
金について、利率の
見直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率）

97,200千円

借入先の融資条件によ
る。ただし、企業財政その
他の都合により繰上償還
又は低利に借り換えること
ができる。

限 度 額 起債の方法

公共下水道事業

企 業 債 償 還 金

343,697

184,879

建 設 改 良 費 158,818
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　（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、50,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

 (1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の

間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ

ならない。

(1) 職員給与費 千円

　（他会計からの補助金）

第９条 下水道事業助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、80,867千円

とする。

令和４年２月１８日提出

富 里 市 長 五十嵐　博　文

72,487
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収 入

款 予　定　額

１. 下水道事業収益 990,507

1. 営 業 収 益 402,914

1. 下 水 道 使 用 料 376,068 下水道使用料 376,068

2. 他 会 計 負 担 金 26,112 雨水に係る一般会計負担金 26,112

4. そ の 他 営 業 収 益 734 指定工事店申請手数料 65

669

2. 営 業 外 収 益 587,593

2. 他 会 計 補 助 金 66,611 一般会計補助金 66,611

3. 他 会 計 負 担 金 129,149 汚水に係る一般会計負担金 129,149

5. 長 期 前 受 金 戻 入 391,819 長期前受金戻入 391,819

7.
消費税及び地方消費税
還 付 金

2 還付金 2

8. 雑 収 益 12 下水道用地占用料 7

5その他雑収益

令和４年度富里市下水道事業会計予算実施計画　

収　益　的　収　入　及　び　支　出　

（単位：千円）

項 目 備　　　　　　　考

その他営業収益
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支 出

款 予　定　額

１. 下水道事業費用 958,573

1. 営 業 費 用 890,974

1. 管 渠 費 93,159 燃料費 110

光熱水費 11,215

通信運搬費 512

委託料 53,739

修繕費 26,984

負担金 599

3. 総 係 費 88,879 27,491

13,751

賞与引当金繰入額 4,339

法定福利費 11,521

10

被服費 48

備消品費 425

燃料費 198

通信運搬費 33

委託料 26,366

手数料 909

庁車ガソリン、刈払機燃料

郵便料

公営企業会計事務監修業務委託

電気料等

電話料

汚水ポンプ施設保守点検委託、

公共下水道施設補修工事等

（単位：千円）

備　　　　　　　考

ポンプ場自家発燃料費

下水道台帳作成業務委託、

旅費

下水道管等清掃業務委託等

下水道使用料ｺﾝﾋﾞﾆ収納手数料等

下水道使用料徴収業務委託、

給料

手当

項 目
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使用料及び賃借料 1,858

修繕費 243

研修費 73

負担金 464

保険料 171

公課費 16

貸倒引当金繰入額 945

補助金 18

4.
流 域 下 水 道 事 業
維 持 管理 費負 担金

195,508 195,508

5. 減 価 償 却 費 513,313 有形固定資産減価償却費 475,147

無形固定資産減価償却費 38,166

6. 資 産 減 耗 費 115 115

2. 営 業 外 費 用 57,099

1.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

29,452 企業債利息 29,452

2. 消費税及び地方消費税 27,596 消費税及び地方消費税 27,596

3. 雑 支 出 51 その他雑支出 51

3. 特 別 損 失 500 　

4. 過 年 度 損 益修 正損 500 過年度損益修正損 500

4. 予 備 費 10,000 　

1. 予 備 費 10,000 予備費 10,000

下水道賠償責任保険等

自動車重量税

固定資産除却費

負担金

公営企業会計システム使用料

庁車車検等

職員研修

下水道協会会費等
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収 入

款 予　定　額

1. 資 本 的 収 入 156,950

1. 企 業 債 97,200 　

1. 建 設 改 良 債 97,200 公共下水道事業債 97,200

3. 他会計補助金 14,256

1. 他 会 計 補 助 金 14,256 一般会計補助金 14,256

5. 国 県 補 助 金 21,000

1. 国 庫 補 助 金 21,000 国庫補助金 21,000

6.
負 担 金 及 び
分 担 金

24,493

1. 受 益 者 負 担 金 858 受益者負担金 858

2. 受 益 者 分 担 金 2,251 受益者分担金 2,251

3. 工 事 負 担 金 3,032 工事負担金 3,032

4. 他 会 計 負 担 金 18,352 18,352

9.
そ の 他
資 本 的 収 入

1 　

1. そ の 他 資 本 的 収 入 1 その他資本的収入 1

（単位：千円）

富里台工事等負担金

資　本　的　収　入　及　び　支　出　

項 目 備　　　　　　　考

一般会計負担金
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支 出

款 予　定　額

1. 資 本 的 支 出 343,697

1. 建 設 改 良 費 158,818

1. 管 渠 建 設 改 良 費 158,046 給料 7,477

手当 3,652

賞与引当金繰入額 1,129

法定福利費 3,127

旅費 5

被服費 18

委託料 76,605

使用料及び賃借料 1,509

工事請負費 64,513

雑費 11

2. 流域下水道建設負担金 772 流域下水道建設負担金 772

3. 企業債償還金 184,879 　

1. 建 設 改 良 債償 還金 184,879 企業債償還金 184,879

（単位：千円）

項 目 備　　　　　　　考

負担金システム，土木積算システム

日吉台中継ポンプ場ポンプ交換工事等

富里三号汚水枝線工事、

公共下水道測試等委託料等
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 36,827

減価償却費 513,313

長期前受金戻入 △ 391,819

貸倒引当金の増減額（△は減少） 945

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,468

支払利息 29,452

固定資産除却損 115

未収金の増減額（△は増加） △ 11,280

未払金の増減額（△は減少） 9,475

その他流動資産の増減額（△は増加） △ 42,123

その他流動負債の増減額（△は減少） 34,188

小計 184,561

利息の支払額 △ 29,452

業務活動によるキャッシュ・フロー計 155,109

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 145,778

無形固定資産の取得による支出 0

国県補助金等による収入 21,000

工事負担金等による収入 0

受益者負担金・分担金による収入 24,494

負担金による支出 0

投資活動によるキャッシュ・フロー計 △ 100,284

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入 97,200

建設改良企業債の償還による支出 △ 184,879

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 14,256

財務活動によるキャッシュ・フロー計 △ 73,423

  資金増加（減少）額 △ 18,598

  資金期首残高 69,361

  資金期末残高 50,763

富里市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)
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１． 総  括

法  定
特別職 企業職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
6

(0)
2

(0)
8

(0)
5

(0)
2

(0)
7

(0)
1

(0)
0

(0)
1

(0)

管理職 扶　養 地　域 通　勤 管 理 職 時間外 期末勤勉 住　居 宿日直
手　当 手　当 手　当 手　当 特別勤務手当 手　当 手　　　当 手　当 手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,198 972 329 340 13,782 282 16,903

前年度 848 978 275 340 12,570 552 15,563

比較 350 △ 6 54 0 1,212 △ 270 1,340

２． 会計年度任用職員以外の職員

法  定
特別職 企業職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
6

(0)
2

(0)
8

(0)
5

(0)
2

(0)
7

(0)
1

(0)
0

(0)
1

(0)

管理職 扶　養 地　域 通　勤 管 理 職 時間外 期末勤勉 住　居 宿日直
手　当 手　当 手　当 手　当 特別勤務手当 手　当 手　　　当 手　当 手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,198 972 329 340 13,782 282 16,903

前年度 848 978 275 340 12,570 552 15,563

比較 350 △ 6 54 0 1,212 △ 270 1,340

２　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。
３　職員手当等の科目に、上記のほか児童手当（500千円）及び賞与引当金繰入額に計上した当年度負担分（5,468千円）がある。

13,251
本
年
度

給　　与　　費　　明　　細　　書

区   　　分
職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費

計
（千円）

合  　　　計

損益勘定支弁職員 0 27,491

資本勘定支弁職員 0 7,477

11,52140,742

14,648

8,79510,841 33,134

11,129 3,1273,652

12,220

合      計 0 34,968

13,386

16,903 51,871

4,722
前
年
度

損益勘定支弁職員 0 22,293

0 8,664 3,425 16,811

合      計 0 30,957 15,563 46,520

資本勘定支弁職員

2,410 7,608 2,726

資本勘定支弁職員 0 △ 1,187 △ 1,070 △ 298

合      計 0 4,011 1,340 5,351 2,428

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

比
較

損益勘定支弁職員 0

△ 2,257

5,198

区   　　分
職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費

計
（千円）

13,251
本
年
度

損益勘定支弁職員 27,491

資本勘定支弁職員 7,477

40,742

14,648

8,79510,841 33,134

11,129 3,1273,652

合      計 34,968

13,386

16,903 51,871

前
年
度

損益勘定支弁職員 22,293 41,929

資本勘定支弁職員 8,664 4,722 3,425 16,811

合      計 30,957 15,563 46,520 12,220

2,410 7,608 2,726

資本勘定支弁職員 △ 1,187 △ 1,070

5,198

△ 2,257 △ 298

合      計 4,011 1,340 5,351

備考
１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となっ
たものについて

2,428

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

比
較

損益勘定支弁職員

14,256

（千円）

52,263

14,256

66,519

58,740

10,334

41,929

備考　職員手当等の科目に、上記のほか児童手当（500千円）及び賞与引当金繰入額に計上した当年度負担分（5,468千円）
　　　　がある。

11,521

66,519

58,740

10,334

△ 2,555

7,779

△ 2,555

7,779

合  　　　計

（千円）

52,263
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3． 会計年度任用職員

法  定

特別職 企業職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0
(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)

地　域 通　勤 時間外 期末勤勉
手　当 手　当 手　当 手　　　当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0

前年度 0

比較 0

4． 給料及び手当の増減額の明細

昇給率 1.20％ 254 千円

その他の増減分 3,757 職員の異動等に係る増減額
3,757 千円

期末勤勉手当 △ 481 千円

管理職手当 350 千円
扶養手当 △ 6 千円

その他の増減分 1,821 通勤手当 54 千円
時間外手当 0 千円
期末勤勉手当 1,693 千円
住居手当 △ 270 千円

0

備     考

（千円）

0

0

0

0

0

0

0

給　　　　　料 4,011

昇給に伴う増加分 254

手　　　　　当 1,340

制度改正に伴う
増減分

△ 481

備考
１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の
基礎となったものについて記載すること。

２　（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する
職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きすること。

区     分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説      明

年0.15月分減

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

比
較

損益勘定支弁職員 0

0

合      計 0 0 0

0

資本勘定支弁職員

0 0

資本勘定支弁職員 0

0 0

合      計 0 0

前
年
度

損益勘定支弁職員

0

合      計 0

0

0

00

0

00

0 0
本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

区   　　分

職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費

計

（千円）

合  　　　計
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5． 給料及び手当の増減額の明細

　（１）職員１人当たりの給与

　（２）初任給

　（３）級別職員数

級

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級

計

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級

計

備考　　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

区      分

大  学  卒

高  校  卒

182,200

150,600

区　　　　　　　　　　分

3

1

3

一          般          職

362,363

390,613

47歳7月

区　　　　　　　　　　　分

平　均　給　与　月　額　（円）

平 　　均 　　年　　齢　　（歳）

平　均　給　料　月　額　（円）

令和　４　年　１　月　１　日　現在

令和　３　年　１　月　１　日　現在

平　均　給　料　月　額　（円） 368,700

391,900

47歳4月

平　均　給　与　月　額　（円）

平 　　均 　　年　　齢　　（歳）

一般職　（円）

令和　４　年　１　月　１　日　現在

一　　　　　般　　　　　職

職　　　員　　　数　　　（人） 構　　　成　　　比　　　（％）

182,200

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

一　　般　　行　　政　　職　　（円）

150,600150,600

182,200

消　　　　防　　　　職　　　（円）

1

1

令和　３　年　１　月　１　日　現在

4

37.5

80.0

8

100.05

12.5

37.5

12.5

100.0

20.0
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　（級別の標準的な職務内容）

区分

　（４）昇給

　（５）特殊勤務手当

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 ( 円 )

－ －

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 － －

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ ) － －

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
（ 令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

－ －

比 率 (B)／(A) (％) 100.0 100.0

区　　　　　　　　　　　分 全　　職　　種 一　　般　　職

4 号 給 ( 人 ) 7 7

5 号 給 ( 人 )

7

号給数別内訳

1 号 給 ( 人 )

2 号 給 ( 人 )

3 号 給 ( 人 )

比 率 (B)／(A) (％) 100.0 100.0

前
年
度

職 員 数 (A) ( 人 ) 7 7

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) ( 人 ) 7

4 号 給 ( 人 ) 7 7

5 号 給 ( 人 )

1

2 号 給 ( 人 )

3 号 給 ( 人 )

本
年
度

職 員 数 (A) ( 人 ) 8 8

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) ( 人 ) 8 8

号給数別内訳

1 号 給 ( 人 ) 1

主　幹
課長補佐
副主幹

参　事
課　長
主　幹

部　長

区　　　　　　　　　　分 合　　　計 一　般　職

一
　
般
　
職

主　事
技　師
主事補
技師補

主　事
技　師

副主査
主任主事
主任技師

主査補 主　査

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級
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　（６）期末手当・勤勉手当

６　月　（月分） 12　月　（月分）

(1.125) (1.125)

2.150 2.150

(1.175) (1.175)

2.225 2.225

(1.125) (1.125)

2.150 2.150

備考　支給期別支給率及び支給率計の（　　）内は、再任用職員に係る支給率である。

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

一般会計の制度
（支給率等）

　（８）その他の手当

備　　　考
支　給　期　別　支　給　率

4.30

職制上の段階，職務の
級等による加算措置

通     勤     手     当

24.586875支 給 率 等

区          分

24.586875

同

住     居     手     当

扶     養     手     当

備　　　考

33.27075

差  異  の  内  容

同

33.27075

同

そ   の   他 
加算措置等

定年前早期退職特例措置
（２％～４５％加算）

区　　　分

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

47.709

本　年　度
(2.25)

有

(2.35)

(2.25)

前　年　度

区　　　分

4.45
有

4.30
一般会計の制度 有

定年前早期退職特例措置
（２％～４５％加算）

支　給　率　計
（月分）

47.709

47.709 47.709
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（単位：千円）

左　　の
財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

令和４年度
から

令和７年度
まで

全額 事業収益

債務負担行為に関する調書

事　　項 限 度 額

前年度末までの
支払義務発生
（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生

予定額

富里市公共
施設の電気
料金削減に
向けた官民
連携事業の
取組に関す
る協定書に
基づき締結
する電力供
給契約によ
る電気料

富里市公共
施設の電気
料金削減に
向けた官民
連携事業の
取組に関す
る協定書に
基づく電力
供給契約に
よる電気料
に要する額

令和２年度
から

令和３年度
まで

5,244
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(単位:千円)

1
(1) 343,963

(2) 10,668

(3) 0

(4) 75 354,706

2

(1) 78,434

(2) 0

(3) 79,913

(4) 170,605

(5) 504,920

(6) 3,914 837,786

483,080

3

(1) 0

(2) 58,941

(3) 150,990

(4) 389,030

(5) 0

(6) 11 598,972

4

(1) 35,055

(2) 27,596

(3) 47 62,698 536,274

53,194

5

(1) 0

(2) 0

(3) 0 0

6

(1) 0

(2) 0

(3) 0

(4) 455

(5) 0 455 △455

52,739

135,931

その他未処分利益剰余金変動額 0
188,670

流域下水道事業維持管理負担金

受 託 工 事 収 益

　　　　　令和３年度  富里市下水道事業予定損益計算書

　　　　　　　　　（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

受 託 事 業 費

総 係 費

　　（消費税及び地方消費税抜き表示）

減 損 損 失

災 害 に よ る 損 失

営 業 外 費 用

雑 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

資 本 費 繰 入 収 益

雑 収 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益 （ 当 年 度 純 損 失 ）

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

－20－



（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 23,324

　　ロ　建物 7,622

　　　　減価償却累計額 △ 1,481 6,141

　　ハ　構築物 19,007,446

　　　　減価償却累計額 △ 1,359,392 17,648,054

　　ニ　機械及び装置 149,392

　　　　減価償却累計額 △ 38,802 110,590

　　ホ　車両運搬具 83

　　　　減価償却累計額 0 83

　　ヘ　工具、器具及び備品 6

　　　　減価償却累計額 0 6

　　ト　建設仮勘定 121,912

　有形固定資産合計 17,910,110

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 674,731

　無形固定資産合計 674,731

（３）投資その他の資産

　　イ　出資金 1,000

　投資その他の資産合計 1,000

　固定資産合計 18,585,841

２．流動資産

（１）現金預金 69,361

（２）未収金 53,419

　　　　貸倒引当金 △ 1,506 51,913

（３）その他流動資産 36,476

　流動資産合計 157,750

　資産合計 18,743,591

令和３年度　富里市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

資産の部
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３．固定負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,587,116

　企業債合計 1,587,116

　その他固定負債 300

　固定負債合計 1,587,416

４．流動負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 184,878

　企業債合計 184,878

（２）未払金 7,895

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 9,244

　引当金合計 9,244

（４）その他流動負債 34,396

　流動負債合計 236,413

５．繰延収益

（１）長期前受金 20,714,975

　 　収益化累計額 △ 5,815,405

　   繰延収益合計 14,899,570

　負債合計 16,723,399

６．資本金 1,700,760

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額 7,367

　　ロ　一般会計補助金 1,159

　　ハ　国庫補助金 6,394

　　ニ　県補助金 11

　　ホ　負担金等 2,102

　資本剰余金合計 17,033

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 113,729

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 188,670

　利益剰余金合計 302,399

　剰余金合計 319,432

　資本合計 2,020,192

　負債資本合計 18,743,591

負債の部

資本の部
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 23,324

　　ロ　建物 7,622

　　　　減価償却累計額 △ 1,975 5,647

　　ハ　構築物 19,007,400

　　　　減価償却累計額 △ 1,820,096 17,187,304

　　ニ　機械及び装置 149,323

　　　　減価償却累計額 △ 52,751 96,572

　　ホ　車両運搬具 83

　　　　減価償却累計額 0 83

　　ヘ　工具、器具及び備品 6

　　　　減価償却累計額 0 6

　　ト　建設仮勘定 267,690

　有形固定資産合計 17,580,626

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 636,565

　無形固定資産合計 636,565

（３）投資その他の資産

　　イ　出資金 1,000

　投資その他の資産合計 1,000

　固定資産合計 18,218,191

２．流動資産

（１）現金預金 50,763

（２）未収金 64,699

　　　　貸倒引当金 △ 2,451 62,248

（３）その他流動資産 78,599

　流動資産合計 191,610

　資産合計 18,409,801

令和４年度　富里市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

資産の部
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３．固定負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,518,931

　企業債合計 1,518,931

　その他固定負債 300

　固定負債合計 1,519,231

４．流動負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 165,383

　企業債合計 165,383

（２）未払金 17,370

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 14,712

　引当金合計 14,712

（４）その他流動負債 68,584

　流動負債合計 266,049

５．繰延収益

（１）長期前受金 20,774,725

　 　収益化累計額 △ 6,207,224

　   繰延収益合計 14,567,501

　負債合計 16,352,781

６．資本金 1,700,760

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額 7,367

　　ロ　一般会計補助金 1,159

　　ハ　国庫補助金 6,394

　　ニ　県補助金 11

　　ホ　負担金等 2,103

　資本剰余金合計 17,034

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 113,729

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 225,497

　利益剰余金合計 339,226

　剰余金合計 356,260

　資本合計 2,057,020

　負債資本合計 18,409,801

負債の部

資本の部
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注 記 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 建物   15～50 年 

               構築物     50 年 

               機械及び装置   10～30 年 

   車両運搬具  4 年 

                工具器具及び備品   5 年 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 施設利用権   45 年 

（３）リース資産 

     ・所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

 ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

・職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は 

計上していない。 

  （２）賞与引当金 

・職員の期末手当及び勤務手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当 

事業年度末における支給（支出）額見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上して 

いる。 

（３）貸倒引当金 

・債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい 

る。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連に関する注記 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 18,352 千円である。 

 

 


